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決算・申告
  会社は定款に定められている期間（事業年度）ごとに決算
をまとめ、株主総会の承認等を受け、その決算（確定した決
算）に基づいて法人税の確定申告書を作成します。

●決算・申告事務の流れ

試算表の作成

決算調整

決算書類等の作成

申告調整

法人税及び地方法人税の
確定申告書の作成

申告税額の
納付税務署に提出

株主総会の承認

未収収益、未払費用、前受収益、前払費用の整理

現金、預金の残高確認

消費税の納付額計算
引当金、準備金の洗替え、繰入れ

仮払金、仮受金等の整理
売掛金、買掛金の相手先との照合
棚卸資産の数量確認と価額の決定
有価証券の評価

決算期から
原則として
2か月以内

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、
注記表、事業報告

総勘定元帳と補助簿の照合

＜申告期限＞

減価償却資産、繰延資産の償却費の計算

消費税確定申告書及び事業税・
住民税確定申告書もあわせて作成

（注）地方法人税については、「4（6）法人
　　　税の税率表等」の「２　地方法人税」
　　　（49ページ）を参照

申告書には、決算書のほか、勘定科目内訳明細書、法
人事業概況説明書を添付。必要に応じて、適用額明細
書、過年度事項の修正の内容を記載した書類を添付。

1　決算申告事務の流れ

2



（1）決算調整
  企業会計上の利益と法人税の課税所得は、その基本的な計
算構造は同じですが、数字的には一致しないのが普通です。
この違いは、主として法人税法の益金及び損金の額の計算に
関する「別段の定め」により生じます。

●決算調整と申告調整
　企業会計上の利益を基にして法人税の課税所得を算出するための調整を「税務調整」と
いいます。「税務調整」には、「決算調整」と「申告調整」があります。
　「決算調整」とは、法人が決算の際に税法所定の損金経理などをすることを条件に損金算
入を認めるというものです。「申告調整」とは、決算調整の対象にならないものでも申告の
際、別表四において所得金額への加算・減算の調整を行うことをいいます。

●損金経理によってはじめて“損金算入”
　損金経理とは、確定した決算において費用又は損失として経理することをいい、確定した
決算とは、その事業年度の損益計算書等の計算書類について株主総会の承認等を得たもので
すので、その中で費用又は損失として処理されてはじめて“損金”となるわけです。
　具体的には、次のような項目があります。

　なお、その事業年度の決算確定日までに剰余金の処分により積立金として積み立てる方
法によって積み立てたときでも、次のようなものは損金として認められます。

損金経理を要件に
損金算入できるもの

減価償却資産の償却費
繰延資産の償却費
特定の事由が生じた場合（災害など）の資産の評価損
一定の要件を満たす業績連動給与
交換により取得した資産の圧縮額
貸倒引当金勘定への繰入額
少額の減価償却資産の取得価額
少額の繰延資産の支出費用
切捨債権以外の貸倒損失

剰余金の処分により
積立金として積み立
てたときでも損金算
入できるもの

特別償却準備金の積立額
特定資産の買換えにより取得した資産の圧縮積立金の積立額
国庫補助金等の特別勘定繰入額
特別修繕準備金など各種の準備金の積立額
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